




The prescription for strengthening the policy formation function of local assembly in 
the decentralization era of Japan 

































Keyword：local assembly reform, citizen participation, the policy formation function, public 











































本稿の構成について、議員提案条例の事例研究として、第 2 節では 2005 年 10 月に成立










し、地方議員は、予算に関する条例を提案することができない(地方自治法第 112 条第 1 項・
第 2 項)。一般的に、我が国の地方議会においては、ほとんどの条例案が首長による「首長
提案条例」である。議案のなかには、予算案や決算のように、首長に提案権が専属してい
るもの(同法第 112 条第 1 項・第 149 条第 1 項から第 9 項)や会議規則、委員会条例など、
議員に専属しているもの(同法第 120 条の解釈)がある。一般の条例議案の提案提出権は、
首長及び地方議会とも対等に有する。このうち、地方議員の議案提出権にもとづき、地方







































岩手県奥州市は、2006 年 2 月 20 日に、水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村の 5
市町村が合併して新たに誕生した人口約 13 万人の市である。盛岡市でも人口 30 万人で、





員連盟」(以下、「議員連盟」)を結成した。2005 年 4 月 6 日から議論をはじめ、市民参加を
通じて議論を重ねながら、2005 年 10 月 28 日に全会一致で「えさし地産地消推進条例」を
成立させた。同条例は、6 章の構成であり、(1)給食施設における地元食材の購入及び使用















江刺市(当時)が奥州市に市町村合併したのを契機に、2009 年 1 月現在のところ、同条例
は失効している10。今後の動向として、佐藤議員は、議員任期中に再度提案して条例制定

































































山形県酒田市は、2005 年 11 月 1 日、酒田市、八幡町、松山町、平田町が合併し、新「酒




現状は、NPO 法人が 27 団体、酒田市ボランティア連絡協議会加盟団体が 40 団体、その他
92 団体あり、未登録のものを入れると 200 団体以上である。酒田市では、市民活動を促進















第 4 条)、(4)公益活動を定義付けること(同条例第 2 条第 2 項)、(5)「コミュニティ振興会」




第 2 条)、(9)「酒田市公益活動推進委員会」を設置すること(同施行規則第 6 条)、(10)市民
を審査員とした公開プレゼンテーションを実施すること(同施行規則第 6 条)である20。 
今後の展開としては、本来は、基本指針や基本方針が先にあって条例制定に至るべきと






















































































とができる。都道府県の議会事務局が法律上、必置とされている(同法第 138 条第 1 項)の
に対し、市町村議会の場合には、条例の定めるところにより事務局を任意で置くことがで
きる(同法第 138 条第 2 項)。このように、地方議会事務局の設置をめぐっては、都道府県、
市町村で対応が異なる。地方議会事務局を置かない市町村の地方議会にあっては、書記長、
書記その他の職員を置くこととなる。町村の場合は、書記長を置かないことができる(同法































































































































































































本研究をふまえた今後の研究課題としては、次の 2 点があげられる。 



























                                                   
1 朝日新聞社と「自治体議会改革フォーラム」が共同で実施した全国地方議会アンケートよると、過去 4
年間に議員提案による政策的な条例(報酬や定数削減など地方議会に関わるものを除く)を制定した地方
議会は、回答総数の 1510 地方議会のうち、1 割に満たない 125 でしかなかった。「列島発！ 全国議会ア
ンケート㊦ 役所の『追認機関』議員提案で立法 1 割弱」『朝日新聞』朝刊、朝日新聞社、2008 年 6 月 8
日、第 26 面。 
2 地方議会を市民が傍聴し、地方議員の仕事ぶりを監視する動きが全国的に広がっている。「地方議会に
市民の目」『朝日新聞』朝刊、朝日新聞社、2008 年 1 月 11 日、第 3 面。 
3 その他、江藤(2004)は、住民参加と協働による「協働型議会」の概念を提唱する。江藤(2004)はあえて「住
民」「住民参加」の用語の使用方法に注意を促すが、本稿では「市民」「市民参加」の用語を使用する。 
4 第 28 次地方制度調査会(2005)、18 頁。 
5 「法令データ提供システム」『電子政府の総合窓口(e-Gov)』http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi(最終
閲覧日：2009 年 2 月 10 日)及び田口(2004)、23 頁。 
6 津軽石(2008)、169-172 頁。 
7 津軽石(2006)、100-101 頁。 
8 岩手県議会では、2003 年 10 月に、「県行政に関する基本的な計画の議決に関する条例」を議員提案で制
定したのを嚆矢に、2005 年 12 月までの間において、5 件の議員提案条例が制定されている。津軽石
(2006)、123 頁。 
9 2009 年 1 月現在、奥州市議会議員。「報告『えさし地産地消推進条例』制定に取り組んで」『市民と議員
の条例づくり交流会議』http://www.citizens-i.org/jourei/kiroku06-bunkakai4-satok.htm(最終閲覧日：2008 年
4 月 24 日)。 
10 合併前の江刺市(当時)における「えさし地産地消推進条例」の取り扱い方について、水沢市・江刺市・
前沢町・胆沢町・衣川村の合併協議会(2005 年 1 月 27 日)では首長の専決事項として調整されておらず、
合併後に新首長の政策的判断等を要するものとして、合併後失効されるものとなった。草間(2005)より。 





                                                                                                                                                     
(2006)、104-106 頁。 
13 津軽石(2006)、104-106 頁。 
14 議連データにもとづく条例づくり市民参加状況(実施期間：2005 年 4 月 20 日～10 月 5 日)によると、具
体的には、①意見数は延べ 250 件(募集方法：ホームページ掲載、意見交換会、アンケート、郵送等)、
②意見交換会参加者は 410 名(9 回開催)、③シンポジウム参加者は 700 名(2005 年 7 月 30 日開催)、④学
校での食育授業出席者は延べ 500 名(2005 年 6～7 月：江刺市内 12 小学校、4 中学校にて開催)。津軽石
(2006)、105 頁。草間(2008)、4 頁。 
15 2005 年 7 月 30 日の「えさし地産地消シンポジウム」の会場で実施された議員連盟が行った条例案に関
する市民アンケート調査(回答者数 125 人)によると、「条例の趣旨に賛成」が 96 パーセント、「市議が条
例案をつくることに賛成」が 95 パーセントと、一連の活動を多くの市民が支持する回答が圧倒的多数
であったことからも明らかである。津軽石(2006)、106 頁。 
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http://www.city.sakata.lg.jp/sakata_tmp/jyorei/act/frame/frame110001015.htm(最終閲覧日：2009年 1月 15日)。 
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例施行規則)」『酒田市』http://www.city.sakata.lg.jp/sakata_tmp/jyorei/act/frame/frame110001027.htm(最終閲
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21 富樫幸宏氏(酒田市議会議員)によると、「条例に魂を入れること」であるとする。同氏へのヒアリング
調査(実施日：2008 年 11 月 26 日)より。 
22 東北公益文科大学が、その研究成果を地域に活かしながら、地域の市民とともに、まちづくりや地域課
題を解決して、地域の活性化を推進するための活動拠点として、2006 年 5 月に開設した。「地域共創セ
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議案法制課法制係長)へのヒアリング調査(実施日：2008 年 12 月 15 日)より。 
28 2008 年 11 月現在、酒田市議会事務局の職員数は、9 名である。酒田市議会事務局(2008)「平成 20 年度
版 議会の要覧」、12 頁。 
29 「法令データ提供システム」『電子政府の総合窓口(e-Gov)』http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi(最
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35 饗庭(2009)、79 頁。 













田谷聰(2003)「議会事務局及び図書室の設置と政務調査費[自治法 100 条・138 条]」井上源三編『議会』最
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・ 第 28 次地方制度調査会(2005)「地方の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方に関する答申」 






(実施日：2008 年 11 月 26 日)。 
・ 草間剛氏 
早稲田大学マニフェスト研究所調査員 
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実地調査 
・ 岩手県江刺市(当時) (実施日：2005 年 7 月 30 日～7 月 31 日)。 
・ 山形県酒田市 (実施日：2008 年 11 月 25 日～11 月 27 日)。 
 
